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• 労働安全衛生行政の実施体制について

• 労働者の健康課題について



労働安全衛生行政の実施体制

厚生労働省（安全衛生部）

都道府県労働局

（独）労働者健康安全機構

労働基準監督署

労働安全衛生法令の企画・立案や、
産業保健活動の推進などを行って
いる。

労働安全衛生法令に基づく指導計
画の策定や、産業保健制度の運用
などを行っている。

労働安全衛生法令に基づき、事業
場に対して、指導・周知などを行っ
ている。

産業保健総合支援センター

地域産業保健センター

労働者数50人未満の産業医の選任義務の
ない小規模事業場の事業者や労働者を対
象として、労働安全衛生法で定められた保
健指導などの産業保健サービスを提供して
いる。

都道府県毎に設置。産業保健活動に携わ
る産業医、産業看護職、衛生管理者をはじ
め、事業主、人事労務担当者などに対して、
産業保健研修や専門的な相談への対応な
どの支援を行っている。

産業保健活動の支援、勤労者医療の推進、
労働安全衛生分野の調査・研究、福祉事
業を行っている。

（47か所）

（約350か所）

（47か所）

（325か所）

（国）

（国）

（国）



労働災害防止計画/安全衛生を取り巻く現状①

（14次防パンフレットより抜粋) 4



安全衛生を取り巻く現状②

（14次防パンフレットより抜粋) 5
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※労働災害防止計画：

労働安全衛生法（第6条）に基づき、労働災害の防止に関し基本となる目標、重点課題等を

厚生労働大臣が定める５か年計画。

第14次労働災害防止計画の概要

■令和５年(2023年)４月１日～令和９年(2028年)３月31日までの５か年計画。

参考：第14次労働災害防止計画 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_31063.html

◆ 事業者の安全衛生対策の促進と社会的に評価される環境の
整備を図っていく。

◆ そのために、厳しい経営環境等様々な事情があったとしても、
安全衛生対策に取り組むことが事業者の経営や人材確保・育成
の観点からもプラスであると周知する。

◆ 転倒等の個別の安全衛生の課題に取り組んでいく。

◆ 誠実に安全衛生に取り組まず、労働災害の発生を繰り返す
事業者に対しては、厳正に対処する。

【計画の方向性】
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第14次労働災害防止計画の概要

8つの重点対策

③ 高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

⑤ 個人事業者等に対する安全衛生対策の推進①

自発的に安全衛生対策に取り組むための
意識啓発

社会的に評価される環境整備、災害情報の分析強化、DXの推進

⑥
業種別の労働災害防止対策の推進

陸上貨物運送事業、建設業、製造業、林業

④
多様な働き方への対応や外国人労働者等の労

働災害防止対策の推進

⑦
労働者の健康確保対策の推進

メンタルヘルス、過重労働、産業保健活動

⑧
化学物質等による健康障害防止対策の推進

化学物質、石綿、粉じん、熱中症、騒音、電離放射線

②
労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業

行動に起因する労働災害防止対策の推進

死亡災害：５％以上減少 死傷災害：増加傾向に歯止めをかけ2027年までに減少
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■転倒は、高年齢になるほど労働災害発生率が上昇。
■高年齢女性の転倒災害発生率は特に高い。
⇒ 年齢の上昇に着目した対策は転倒、墜落・転落で特に重要な課題

（とりわけ中高年齢女性の転倒防止）
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8
※便宜上、15~19歳の死傷者数には14歳以下を含めた。

データ出典：労働者死傷病報告（令和３年）
：労働力調査（基本集計・年次・2021年）

※千人率＝労働災害による死傷者数/その年の平均労働者数×1,000

重点
②
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全ての労働災害 65歳以上の女性の転倒災害

労働災害発生率

墜落、転落 転倒 激突 飛来、落下

崩壊、倒壊 激突され はさまれ、巻き込まれ 切れ、こすれ

踏み抜き おぼれ 高温・低温の物との接触 有害物等との接触

感電 爆発 破裂 火災

交通事故（道路） 交通事故（その他） 動作の反動、無理な動作 その他

分類不能

重点事項ごとの具体的取組

②労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

事業者に取り組んでもらいたいこと【転倒予防対策】

①：転倒災害は、 加齢による骨密度の低下が顕著な中高年齢女性を始めとして、極めて高い発生率となっており、対策

を講ずべきリスクであることを認識する。

■ 転倒災害のリスク

中高年齢女性は、骨密度の低下により、骨折しやすい

ため、休業日数が1ヶ月を超える重篤な災害になり得る。

■ 転倒災害の発生率

高年齢女性は、転倒災害の発生率だけで、全労働者の全

ての労働災害の発生率よりも高い。

73.9

9.0

14.7

1.7
0.7

50歳以上の女性における転倒災害の傷病性質内訳

骨折 関節の障害 打撲傷 創傷 その他

7割以上が骨折

全ての労働者の

転倒災害による平均休業見込日数は47日（令和3年）

2.3
2.5

転倒災害のみ
６５歳以上の女性

×1000

全ての労働災害
全ての労働者

×1000

重点②



重点事項ごとの具体的取組

②労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

事業者に取り組んでもらいたいこと【転倒予防対策】

②：転倒しにくい環境づくり（段差の解消・見える化、通路や作業場所の床の水等の拭き取り、整理整頓の徹底等のハー

ド対策）だけでなく、個々の労働者の転倒や怪我のしやすさへの対応（転倒等リスクチェックの実施と結果を踏まえた運

動プログラムの導入等、骨粗しょう症検診の受診勧奨等のソフト対策）に取り組む。

■ 転倒等リスクチェック ■運動プログラムの導入等

労働者の身体機能低下を抑制し、転倒災害

を予防する。

■骨粗しょう症検診の受診勧奨

特に高年齢女性に対して、市町村が実施する「骨粗しょう症検診」の受診を勧奨する。

中災防

転倒災害防止のための身体機能向上セミナー

厚生労働省 毎日3分でできる
転びにくい体をつくる職場エクササイズ

重点②



重点事項ごとの具体的取組

③高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

事業者に取り組んでもらいたいこと

健康診断情報等をデータ保存・管理し、医療保険者にデータを提供。個人情報に配慮しつつ、保険者と

連携して、疾病予防、健康づくりなどのコラボヘルス（＊）を実施

（コラボヘルスの事例）

① 健康保険組合提供のレセプトデータなども活用しながら、定期健康診断結果や長時間労働データなどの分析を行い、事業場の保健師・
看護師が課題解決のための施策（運動セミナー、メンタルヘルスのe-learningなど）を各部門ごとに提案することで、具体的な取組みに
つなげられた。

② 健康保険組合による禁煙外来費用の全額補助を活用し、喫煙率が４年間でマイナス５％となった。

従業員の生産性の向上 従業員等の健康増進

医療費の適正化

健保組合事業主

職場環境の整備

コラボヘルスで保健事業の基盤を強化

保健事業の実施

データヘルスの推進健康経営の推進

＊ 健康スコアリングレポートの概要

・各健保組合の加入者の健康状態や医療費、予防・健

康づくりへの取組状況等について、全健保組合平均や

業態平均と比較したデータを見える化。

・厚労省・経産省・日本健康会議の三者が連携し、

NDB（＊）データ から保険者単位のレポートを

作成の上、約1,400の全健保組合及び20の国家公

務員共済組合に対して通知。（2018年度実績）（＊）

National Data Base（レセプト情報・特定健診等情報データ

ベース）

■ 健康スコアリングレポートの活用方法

・経営者に対し、保険者が自らのデータヘルス分析と併せて、
スコアリングレポートの説明を行い、従業員等の健康状況に
ついて現状認識を持ってもらうことを想定。

・その上で、企業と保険者が問題意識を共有し、経営者の
トップダウンによるコラボヘルスの取組の活性化を図る。

事業者に取り組んでもらいたいこと

重点
③

＊ 事業者が保険者と連携した健康保持増進。国は、コラボヘルス推進のための費用の一部をエイジフレンドリー補助金にて支援
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エイジフレンドリー補助金にコラボヘルスコースを新設

12出典：リーフレット「令和５年度エイジフレンドリー補助金のご案内」

参考



エイジフレンドリー補助金にコラボヘルスコースを新設

13
出典：リーフレット「令和５年度エイジフレンドリー補助金のご案内」

参考



団体経由産業保健活動推進助成金の概要

助成の仕組み

サービスの流れ 助成金の流れ

事業者等

団体等
労働者健康
安全機構

1.実施計画提出

利用申し込み

産業医、

保健師等

契約

4.助成金申請

2.計画承認

5.助成金支給

3.産業保健サービスを提供

支給の流れに沿って番号をつけています

事業主団体等や労災保険の特別加入団体が傘下の中小企業等や個人事業主に対して、医師等による健康診断結果の意見聴取やストレスチェッ

ク後の職場環境改善支援等の産業保健サービスを提供するために産業医等と契約した場合、その活動費用の90%(上限500万円(一定の要件

を満たした団体は1,000万円)を助成（原則、１団体につき年度ごとに１回限り）

※ 産業保健活動総合支援事業費補助金（労働特会労災勘定）の一部として、（独）労働者健康安全機構において運営

対象となる団体等

事業主団体等

事業主団体又は共同事業主であって、事業主団体

等が労働者災害補償保険の適用事業主であること、

中小企業事業主の占める割合が構成事業主等全体の

２分の１を超えていること等、一定の要件を満たし

た団体等

労災保険の特別加入団体

労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）

第33条第３号に掲げる者（建設業の一人親方等）

の団体または同条第５号に掲げる者（芸能関係作業

従事者、ITフリーランス等）の団体であって、一定

の要件を満たす団体

次のうちいずれかであること

対象となる産業保健サービス等

① 医師、歯科医師による健康診断結果の意見聴取

② 医師、保健師による保健指導

③ 医師による面接指導・意見聴取

④ 医師、保健師、看護師等による健康相談対応
⑤ 医師、保健師、看護師、社会保険労務士、両立支
援コーディネーター等による治療と仕事の両立支援

⑥ 医師、保健師、看護師等による職場環境改善支援

⑦ 医師、保健師、看護師等による健康教育研修、事業者と管理者向けの

産業保健に関する周知啓発

＊ このほか、事務の一部を委託する費用も対象


